
英国におけるAcademic Staff Developmentの動向

新潟大学

大学教育開発研究セ ン タ ー 加藤かおり

1 . 英国におけるS D の背景と位置づ け

一大学教育の使命実現の戦略と

教職員の継続教育 (生涯学習) と 一

英国では ､ 運営執行部､ 教員 ､ 事務職貞を問わず､

大学に勤務するす べ て の職員に対する職業教育､ キ ャ

リア教育 (p e rs o n al , p r o fe s sio n al , v o c ati o n al) を中心と

する学習支援をS ta ff D e v elo p m e nt (S D) と総称して

い る ｡ こ のうち､ 日本 の F D に当た る教員の た め の S D

は ､ A c a d e mi c S t a # D e v elo p m e n t やE d u c ati o n al D e v elo p -

m e nt などと呼ばれ る｡

本論は､ こ の A c a d e m ic S D を中心に ､ 英国のS D の背

景､ 特色および動向に つ い て ､ 具体的な事例と して平

成1 6 年 9 月に面接 ヒ アリ ング調査を実施 したノ ッ テ ィ

ン ガ ム大学と レス タ 一 大学の例を参照 し つ つ 論じるも

の である (注 1 ) 0

英国 のS D は ､

一

部で は19 6 0年代より進め られて お

り､ 1 99 0 年代より急速に組織化されてきた ｡ そ の背景

の根底には､ す で に先行研究によ っ て提示され てきた

ように ､
1 9 80 年代の 経済状況の 低迷に連動した大学予

算の削減による大学経営の効率化､ ならびに労働市場

における有能な人材育成 へ の期待に応える高等教育の

質の改善 へ の要求など､ 大学 の あり方その もの が急速

に変化 したことがある｡

中でも
､
S D の 強化に直結する背景と して具体的に ､

①1 98 0 年代､ サ ッ チ ャ ー

政権下における大学経営の 効

率化 にお い て ､ 大学数職員は大学の資産､ 資源の
一

部

と して評価され開発される対象と して認識された こと ､

(参1 99 2 年ポリテク ニ ク の大学統合以降､ 執行部中心の

大学運営に移行した こと ､ ③1 9 97 年の ｢ 学習社会にお

ける高等教育+ ､ 通称デ アリ ン グ報告書 (H igh e r E d u -

c atio n i n L e a r nin g S o ci et y) にお い て ､ 大学教育の使命

に関する指標が明記され ､ 高等教育における教育の 質

の保証の 義務 (学位水準および高等教育資格の水準の

両面) が明記された こと､ それ に伴い ､ ④新任教員 へ

の高等教育資格課程取得が義務化され､ す べ て の 高等

教育機関におい て教員訓練プ ロ グラ ム の 開発および実

施が求められ たこと ､
さらに

､ ⑤優れた実践を行う大

学および教員 へ の集中的な補助金 (報奨) の 交付によ

る教育 ･ 学習支援が推進され た こ とな どが 見られ る

(注 2 ) ｡

こうした英国国内の 事情に加えて ､ 国外とくに欧州

における高等教育をめぐる変化の影響もみ られる ｡

1 9 90 年代にお ける社会の 高度情報化や先進国を中

心とする知識社会 へ の移行は ､ 従来 の 高等教育や成人

教育の 枠組みを超えて ､ 社会人と して必要な コ ンビテ

ン シ ー (能力) を生涯にわた っ て培うという新たな学

習観を打ち出した ｡ 欧州で の ､ 特にU N E S C O ( 国際連

合教育科学文化機関) やO E C D (経済協力開発機構)

と い っ た国際機関を中心とするこ の新し い 学習観の 展

開は ､ そ の後の 欧州連合を中心とした ヨ ー ロ ッ パ の グ

ロ ー バ ル化､ 1 99 6 年の欧州連合による ヨ ー ロ ッ パ生涯

学習年な どを契機と して ､ 高等教育や成人教育などあ

らゆる教育を統合する生涯学習を教育戦略の柱とする

動き へ と収赦 して い っ た ｡ こう した動きの 中で ､ 高等

教育機関に対して ､ 大学数貞の 教育ス キ ルや学習法も

また生涯学習の視点から永続的な更新や改善が求めら

れるとともに ､ S D を支援する制度､ 専門組織の 設立が

求められるようにな っ た ( 注 3 ) ｡

さらに ､ 大学アクセ ス の ユ ニ バ ー サ ル化は ､ 多様な

年齢､ 多様な文化的背景をも つ 学生 に対応するための

ワ
ー

ク シ ョ ッ プ型などの 多様な教育学習メ ソ ッ ドの議

論とともに ､
欧州連合全体における教育 (資格) の 質

保証の課題をもたらした ｡ 1 9 60 年代に起こ っ た学習論

争が ､ 90 年代半ばの 欧州生涯学習の復活とともに再燃

した の である (注 4 ) ｡

こ の ような欧州における生涯学習を柱とする教育観､

学習観の変化は､ 英国の 高等教育の在り方に影響を及

ぼすとともに ､ 教員自身にお ける新し い 教育学習観の

受容と､ それ に伴う教授法の修得やI T 化お よび多様な

学生や異文化理解などの 学習の必要性や､ 新たな高等

教育におけるキ ャリアの再考な どをもた らした ｡

以上 の ように､ 英国国内および国外における状況を

背景 に推進され て きた英国のS D は ､
まず管理運営の

観点か ら､ 効率的な ｢教育の 質の保証+ と いう大学教

育 の使命 ( M is sio n) を実現する ため の 戟略と して位

置づけられて い る ｡ 急速に変化する大学と い う組織運

営全体に必要な高度技術的か つ 専門的な労働力を確保

するため の方策とも言える ｡ そ の 一 方で ､ 急速な社会

変化に対応するため の教職員自身の継続教育 (生涯学

習) も しくはキ ャリ ア開発の 一

過程 ( プ ロ セ ス) とし

て位置づ けられて い る｡
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2 . 英国に お け るS D 担 当部局 の位置づ け と ス

タッ フ構成

(1) s D 担当部局の位置づ け

s D を担当する部局 ( 以下S D セ ン タ
ー ) は ､ S t a ff D e -

v elo p m e n t C e n tr e ( U n it) ､ S t aff a n d E d u c atio n al D e v el -

o p m e n t c e n tr e (°nit) ､ C e n tr e b r A c a d e m ic P r a ctic e な

ど
､ 大学ごとに個別の 名称を持ち､ 組織的には概 して ､

教育担当副学長下の 管理運営部局にある教育支援部門

の
一

つ と して位置づ けられて い る｡

s D セ ン タ ー は
､ 大学の 使命に基 づく､ 独自の 使命

( M is sio n) およ び中長期的な戦略 ( 目標) や方針を掲

げ､ S D の プロ グラ ム の 研究開発および実施を行 っ て い

る ｡ セ ン タ
ー

の 戦略や方針の 決定は ､ 執行部や 人事管

理部局 ( H um a n R e s o u r c e D ivisi o n ､ P e rs o n n el Di visio n

など) の 永認を経て行われ る｡

S D セ ン タ ー の役割には､ 例えばレス タ
一 大学で は ､

｢ セ ン タ ー は
､ 開放的か つ 議論の でき､る雰囲気づくり

の支援や ､ 大学 の エ トス ( 理念､ 精神) と して の ､ 機

会の平等､ 透明性､ 傾聴し信頼すると いう精神を広め

る機会の 提供など､ 活性的な役割を果たす+ とあり､

単 にプ ロ グラ ム の 提供を行うだけではなく､ 大学と い

う創造的か つ 親和的な場を つ くる コ ー デ ィネ ー タ ー と

して の役割もあげられ る｡

プ ロ グ ラ ム は
､
H igh er E d u c ati o n A c a d e m y (注 5 )

やS E D A (S t a ff a n d E d u c a tio n al D e v el op m e nt A s s o cia -

tio n) の 勧告や指針を基 に開発され ､ P G C H E な どの 資

格認定プロ グラ ム の 認定を受けて い る ｡ プロ グ ラ ム の

実施 は ､ 教育学 習支援部局 ( E d u c atio n a n d L e a r nin g

C e n t e r な ど) お よび情報サ ポ ー ト の部局等との リ ン ク

によ っ て遂行され る｡ その ほか提携大学や大学間ネ ッ

トワ
ー

ク ( コ ン ソ
ー

シ ア ム) にお い てプ ロ グラ ム を共

O Th e H i9 h e r E d u c ati o n

A c a d e m y (注 5 )

O S E D A

プロ グラム の指針､ 認定など

有する こともある (注 6 ) ( 図1 ｢ S D 担当部局位置づ

けモ デ ル+ 参照) ｡

(2) S D セ ンタ ー ス タ ッ フ の構成

s D セ ン タ
ー の ス タ ッ フ は ､ 研修の カリキ ュ ラ ム ヤ

プ ロ グラ ム の研究開発を担当する教育学習理論や心理

学の研究者､ 成人学習の専門家､ I T 専門家､ そ して プ

ロ グラ ム の 実施運営に関わ る事務担当の ス タ ッ フを含

む概 ね十数名によ っ て構成されて い る｡ 大学によ っ て

は ､ 20 名程度の ス タ ッ フ が担当課題別にチ ー

ム を組ん

で開発実施 にあた っ て い るところもある｡ ス タ ッ フ の

具体的な構成には､･ 例えば表1 の ような事例があげら

れ る｡

3 . S D プロ グラムの特色と動向

(1) S D プロ グラムの 一 般的な構成

S D の プ ロ グラ ム に は､ 次の 表の ように対象別 に ､

個人教員対象の もの ､ 学部や コ ミ ュ ニ テ ィ等組織対象

ゐもの がある ( 表2 参照) ｡ 日本 のF D 活動で 中心的な

講演会形式の もの はほとんど見当たらな い ｡ プ ロ グラ

ム の ほぼすべ て が年間ス ケ ジ ュ ー

ル の 中に組み込まれ

て い る｡

(2) 高等教育資格課程

高 等 教 育 資 格 課 程 (p o st g r a d u at e C e rtifi c at e in

H ig h e r E d u c atio n: P G C H E) は ､ 仮採用期 間の 新任教

員に義務付けられた第1 段階 ( 2 モ ジ ュ ー

ル) と ､ 教

育歴の ある教員の ため のIL T H E の 正会貞資格取得を目

的とする第 2 段階 ( 2 モ ジ ュ
ー

ル) の 2 つ の段階か ら

なる課程である｡ 課程 の構成は概ね表3 の ようにな っ

て い る｡

○大学の教育戦略 ･ 年度方針

教育担当副学長

人材開発部門

戦略 ･ 方針の 実現

ヽ
､
､
､
､
､
1

A

㌶
提携大学( S D 部門) ､
コ ン ソ

ー シ ア ム

O S D の戦略 ･ 方針

S D セ ンタ ー ･ 部門

I
-

報告

協力

支援 ･ コ ンサ ル テ ィ ン グ

学習機会 の提供

教職員 ､ 学部F D 委員会 ､

各種コ ミ ュ ニ テ ィ な ど

図1 S D 担当部局位置づ けモ デル
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評価委員会

教育学習支援部門

情報シス テム 部門

メディアリソ ー ス部門
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保健 ･ 健康セ ンタ ー



表1 S D セ ン タ ー 構成 の事例

ノ ッ テ ィ ン ガ ム 大学 レ ス タ 一

大学 -
S t aff a n d E d u c atio n al D e v elo p m e nt U nit St a ff D e v elo p m e n t C e n t r e

○ ユ ニ ッ ト長 1
- 負 ○ センタ

⊥
長 1 名

事務マ ネジ ャ ー 1 名 ○ 研修 ･

開発担当専門職貞 2 名､ 同非常勤職員 1 名
○ 教育研修担当 ○ 職業開発 コ ー デ ィネ ー タ ( A P 担当) 1 名
教育研修担当専門職貞 5 名､

e -1e ar ni n g 担当専門職 ○ 教育開発担当専門職貞2 名
鼻 1 名､ 非常勤職員2 名

○ ビジネス シ ス テ ム j M S O fB c e 担当

I T 研修専門職貞 2 名
○ 障害者 ( D is ability) 担当-
非常勤職員 2 名

○ 職業 ･ 人材開発担当

専 門職貞 2 名､ 非常勤職員 2 名
計1 8 名

○ 事務専門職貞3 名､ 非常勤職員 1 名

計11 名

h ttp :// w w w . n ottin gh am .a c . u k h ttp :N w w w .l e . a c . u k より参照

表2 英国にお けるS D の 一

般的な構成

(1) 個人教員対象

①高等教育資格課程 (p o st g r a d u a t e C e rti五c at e in H igh e r E d u c ati o n :P G C H E)
(参短期研修プロ グラ ム ( 自主的な参加が基本)
新任ス タ ッ フ (全磯貝対象) の ガイダ ン ス ､ 各種手続きや労働者と して の法律知識､ 特 に機会の 平等､ 健康
管理 ､
自己啓発 ( コ ー チ ン グ

､
キ ャ リ アプラ ン など) ､ 学生理解 (特に障害の ある学生 ､ 留学生 と異文化理

解) ､ I T ス キ ル ､ マ ネ ジメ ン ト ( プ ロ ジ ェ ク ト管理 ･ 運営な ど) ､ 教育実践関係 (学習支援法､ プレゼ ン

テ ー シ ョ ン術 ､ 評価法な ど) ､ 研究関係 ( ライテ ィ ン グ ､ プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン
､
電子専門情報活用法など) ､

ア プレイザル準備講習 (評価者対象､ 被評価者対象)
(動学習 ･ 教育実践の ワ ー ク シ ョ ッ プ

現場経験の 共有､ 自己省察､ 課題解決な ど
④個別の キ ャリ ア ･ コ ン サ ル テ ィ ン グ

キ ャ リア開発プラ ン ( P D P ) の作成な ど､ 個別に教貞を支援

(2) 学部 ･ 学科対象 (学部の S D プラ ン や S D 委員 の企画をセ ンタ ー

が支援)

①課題別ワ ー ク シ ョ ッ プ

② コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン の ため の ワ
ー

ク シ ョ ッ プ

(3) コ ミ ュ ニ テ ィ対象

学部を超えた コ ミ ュ ニ テ ィ対象 (学部長グル
ー

プ､ 新任教員グ ル
ー

プ､ テ
ー

マ 別 グ ル
ー

プなど) の 形成 ､
コ

ミ ュ ニ ケ
ー シ ョ ン の ため の場づくり､ 組織 の 活性化

表3 P G C H E カ リキ ュ ラ ム の例

構 成 単位 ( c r edit) 合計6 0 単位 資格等取り扱い

第
1

段
階

○オリ エ ン テ ー シ ョ ン ○全体で3 0単位 ･ 全新任教員 に義務づけられて い る｡
○ モ ジ ュ

ー

ル 1 ○各 モ ジ ュ
ー

ル は
､
1 0 また は1 5単 大学によ っ て は､ 正規採用の条件

例) 主に教育 ･ 学習の基礎理論 位 (大学ごとに異なる) で ､
モ と して い る場合もある ｡

と 実践 に関す る 7 回程度 の ジ ュ ー

ル ごと に積み上げること I L T H E の 準会 貞 資格 ( A s s o ciat e
セッ ションで構成されて い る

*

が可 能｡ 1 5 単位で1 5 0 時間 の 学 M e m b e r ship) を得られる .
○ モ ジ ュ

ー

ル 2

例) 成続評価 ､
フ ィ

ー ドバ ッ ク
､

学習支援など具体的な課題に
つ い て の セ ッ シ ョ ン

習を要する ｡

第

○ モ ジ ュ
ー

ル 3 ○全体で30 単位 I L T H E の 正 規 会 員 資 格 ( F ull
例) カ リ キ ュ ラ ム 計画などの 企 M e m b e r ship) を得られ る ｡ 大学

2 画開発に関わ る実践的研究 によ っ て は
､
正教授昇格の 条件と

段
階
○モ ジ ュ

ー

ル 4

例) 個別 の教育開発プロ ジ ュ ク
ト研究

すると こ ろもある｡

* 構成 の例は レス タ 一 大学 の事例を参照｡ 大学 により ､
モ ジ ュ

ー

ル 数や セ ッ シ ョ ン数などは異なるが ､
2 段階を

通 して全体で 3 - 4 モ ジ ュ ー

ル で行われて い る ｡
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プロ グラ ム は､ S E D A ( T h e St a # a n d E d u c ati o n al D e -

v el op e r s A s s o ciatio n) やIL T H E ( T h e l n s tit u t e f or

L e ar nin g a n d T e a c hi n g) に よ っ て認定され ており､ 修

士課程 レベ ル に相当する ｡ そ の構成は ､ 各認定基準を

基軸と した各大学の特色ある編成とな っ て い る ｡

そ の ほかの 特徴 と して ､ 次の ようなことがあげられ

る ｡ (丑倣採用を含めた高等教育機関で教職に就 い て い

る (すなわち少なくとも多少の教育経験の ある) 学内

の 新任教貞を主な対象と して い る ｡ 新任以外の教員や

学外者にも開かれ ては い る｡ ②毎週1 回平日の 半日と

いうような就業時間内パ ー ト タイ ム で の継続職業教育

の 位置づ けにな っ てお り､ 学内者iま無料｡ 概ね 2 モ

ジ ュ ー

ル ご と に､ 不連続で の積み上げが可能である｡

(丑先輩格の 同僚にメ ンタ ー と して助言を得たり授業観

察を依頼 したりするなど､ 参加にあた っ て同僚や上司

の 支援が受けられることが前提とな っ て い る ｡

課程 の学習は､ 初期段階で の基礎理論や 実践例の紹

介な どの 講義形式の ほか は ､ 振り返り ( R efl e c ti o n)

を中心と した ワ
ー ク シ ョ ッ プ

､
グ ル ー プワ ー ク お よび

チ ュ
ー

トリ ア ル (個別支援) の形式で行われる ｡

学習成果の 評価は ､
主 と して モ ジ ュ ー

ル ごと に作成

され るポ
ー

ト フ ォ リオ ( 学習プロ セ ス ､ 成果等の 記録

集) によ っ て行われる ｡ グ ル ー プで の プロ ジ ェ ク ト成

果で は､ 評価者や 同僚を前に発表形式で行われる こ と

もある. 評点は､ ほ と ん ど の場合 ｢p a s s o r F ail+ (合格

か不合格) で表記される ｡

(3) 教育学習法の改善を目的と したS D の特色 一 経験

の ｢ 振り返り+ を始点 とした学習形式

教育学習法 ( T e a chin g a n d L e ar n in g) に 関わ るS D の

プ ロ グラ ム には
､
P G C H E の ほ かに

､ 新任教員の みなら

ず経験豊富な教員対象に提供されて い るも の もある｡

プロ グ ラ ム の 内容は大学ごとに異な っ て い るが ､ 共

通する特徴と して ､
理想的な教授法の 提示からでは な

く､ 経験 の ｢ 振り返り+ を始点と した学習形式 ( R e -

fl e ctiv e L e a r n i n g) で ある と い うこ とが あげられ る｡

その 際､ 講師は指導者であるよりもフ ァ シリテ 一 夕 -

で ある こ とが求め られる ｡

こ の学習形式は､ お よ そ次 の ような手順で行われ る｡

まず､ ワ ー ク シ ョ ッ プで の 各教員の 現場経験の振り返

りか ら始まる ｡ 次 に ､ 同 じくワ
ー ク シ ョ ッ プにお ける

他の教貞の 経験や ､ 良 い実践事例 ( G o o d P r a cti c e) の

共有､ そ して学習理論 に関する新 し い 知識などか ら自

分自身の課題を発見する ｡ ( そ の 際 ､ 良 い 事例は理想

形と して押し付けられ る の ではなく､ たくさん の 事例

か ら自分の授業の モ デ ル となるもの を選択 し､ 振り返

る際の ベ ン チ マ
ー

ク と して機能する｡)

そ して ､
そ の課題を日常での 実践にお い て実行 し､

結果を振り返り､ 得 られ た成果 を次回の ワ
ー ク シ ョ ッ

プで共有する ｡ 共有から新たな知見を得て ､ 課題 の発

見 へ ､ 実践で の 実行 - と繰り返されて い く ｡

こ の ような学習プロ セ ス を通して ､ 参加者は自分の

課題発見や解決を行うと同時に ､ 教育を受けると いう

こ とと自己変容に つ なが る学習をすると い うこと との

相違を体験する｡ 言 い換えれ ば､ T e a chi n g a n d L e a r ni n g

の 本質や伝統的な教育と学習との相違を､ 実感と して

学ぶ の である ｡

こ れら の プロ グ ラ ム の 理論的背景 には ､ ∫. デ ュ ー イ

の経験主義からメ ジ ロ - ( M e zi m w ) ､ ブ ル ッ ク フ ィ ー

ル ド (B r o ok丘eld , S .) 等 に至 るまで ､ ｢ 経験 の 振 り返

り+ を重視 した学習理論がある ｡ 特に､ 主体的か つ ア

ク テ ィ ブな (行為の 変化に つ ながる) 学習とは ､ 振り

返りによる自己理解や現状把握 ､ 新たな知見の 共有に

よ る課題 ( 未来) 発見､ 学習成果 の 即時的な活用に

よ っ て動機づ けられるとする成人学習理論は ､ 多様な

学生を対象とする大学教育法 (T e a ch in g a n d L e a r nin g)

の 基礎で あると と もに､ 教員を対象と した継続教育

(成人教育) の 基礎とな っ て い る ｡ 実際 に､ P G C H E や

教育学習法の プ ロ グラ ム にお ける文献リ ス トに は ､

ビ ッ グス (B ig g s ,∫. B .) ヤ プ ル ッ ク フ ィ ー

ル
‾
ドな どの

成人学習論が あげられ て い る (注 7 ) ｡

(4) 近年 の動向 - E d u c atio n al D e v el o p m e nt中心 か ら

A c a d e m i c P r a ctic e へ の移行 一

従来､ 英国 の高等教育機関にお い ては､ 教育実践を

尊重する文化が あるもの の ､ 上位 レ ベ ル の大学は研究

志向で あり､ 教員 の昇格手続きにお い ても研究業績重

視の評価が行われてきた｡ こうした慣例に対 して ､ 優

れ た教育活動も研究活動同様に評価 される べ きで ある

と い うの が デアリ ン グ報告書 (1 99 7) にお ける勧告で

あ っ た ｡ そ し て こ の 報告書による勧告以後､ 急速に教

育活動に関する評価と ､ 教育目標を実現するため の評

価に基づく改善の方策と して のS D が強化され てきた ｡

こ の ような教員の教育能力開発中心の状況 に対 して ､

近年､ 研究先導型大学 ( r e s e a r c h -l e d) を中心 に､ 教

育 の みならず､ 学問研究､ 大学管理運営を含めた給合

的な教員の 資質開発を目指すア カデ ミ ッ ク ･ プ ラク

テ ィ ス (A c a d e m ic P r a c tic e) - と 移行する動きが見ら

れ る｡ た とえばレス タ 一 大学や ノ ッ テ ィ ン ガ ム 大学の

ように ､
P G C H E をP o st g r a d u a t e C e rti丘c at e in A c a d e m ic

P r a ctic e (P G C A P) に改定し､ そ の対象を教職経験 3･

年以上 の教員にも広げて参加者の 拡大を行う大学も現

れて い る ｡

4 . ま とめ

英国にお ける教員対象のS D に関する調査結果をま

とめ ながら､ 特 に次 の 2 つ の観点に注目した ｡ 1 つ は ､

生涯学習の 文脈 にお けるS D で あり ､
もう 1 つ は､ 学

習者と して の 教員中心の プ ロ グ ラム で ある ｡

まず､ S D の 背景と して､ 大学改革をめぐる教育戦略

や経済的な課題に加えて ､
生涯学習の文脈の 中に位置

づ けられ ､ 教員 の 職業人と して の 継続職業開発と して
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捉えられて い るこ とを理解す ると ､
な ぜ

､
日本 の F D

の ように教員だ けで なく職員全体を対象と するS D な

の か ､ 高等教育資格課程 にお けるアカデミ ッ ク ･ プラ

クテ ィ ス 重視 - の 移行が進んで い る の かが見えてくる｡

欧州にお ける生涯学習は ､ 生涯学習と いう言葉が ユ

ネ ス コ の 成人教育会議 (1 96 5 年) にお い て発生 した こ

とからも明らかであるように､ 1 9 8 0年代まで は成人教

育､
とりわけ継続職業教育が主流であ っ た ｡ した が っ

て
､ 大学に勤務する労働者 - の 継続教育機会と して提

供され るため ､ 教員､ 職員 の 区別なく全体を捻称 して

S D と呼ばれ る こ とにも納得が い く｡

レ ス タ 一 大学で ヒ アリ ング調査を行 っ た アカデミ ッ

ク ･ プ ラクテ ィ ス 担当の コ ッ ク ス 氏は ､ 以前､ 労働力

に関する生涯学習が専門だ っ た そうである｡ コ ッ ク ス

氏 によれ ば､ ｢ 教員 の キ ャ リ アを､ 教育だけ､ 研 究だ

けに分 けることはで きな い ｡ そ の教貞が どうバ ラ ン ス

をとる の か
､ 自分の 教員と して の アイデ ン テ ィ テ ィを

どの ように確立 した い の かが重要+ であり ､ ｢ 有能な

研究者で あれば､ 教えると いうこ とが研究に刺激を与

える こ とを知 っ て い る+ の である ｡ 教育と研究 (人に

よ っ て は
､ 管理運営も含めて) 合わせて ､

1 人の教員

の生涯キ ャリアと して支援するの がS D であると いう｡

大学教育の向上 の ため に､ 教員 の教育力を改善する

ことも勿論重視 され て い る ｡ 教育改善を目的とするプ

ロ グラ ム における 中心課題 は､ ｢ 伝統的教育から､ 学

生中心の学習支援+ を促進するこ と にある｡ こ の教育

におけるパ ラ ダイム の転換は ､
S D プ ロ グ ラ ム にも生か

されて い る ｡ すなわち､ 学習者 (教員) 中心の プロ グ

ラ ム で ある ｡ 具体的に は､ 3 の (3) で述 べ た ような

｢ 教員の 経験+ を尊重 し､ ｢ 振り返り+ を中心とするプ

ロ グラ ム である｡ 学習者 (自分) 中心の プロ グ ラ ム に

よ っ て
､ 教員もまた自分自身の課題と して教育改善に

取り組み ､ 行動 (教育実践) の変容を可能にする ｡

日本 のF D で は､ なぜ か教員は教育に不熱心で ､ 教

育が下手､ 学生の ことを考えて い な い と いう声が大き

く､ 残念ながら教員の 経験はほとん ど無視されて い る

ことが多い ｡ しかしながら､ 経験を重ねた大人が ､
そ

の 人の 経験と いう文脈を切り離 して学ぶ ことが可能で

あろうか ｡ 知 る ことはあ っ ても ､ 自分を変える こと は

ない で あろう｡ 良 い事例を見せ られても､ 自分の文脈

と つ ながらなけれ ば他人ごと にすぎな い ｡ 個 々 の教員

を中心に置 い て い な い ､
つ まり学習者中心でな い こ と

がF D の 停滞を招 い て い る の で はな い か ｡ そう自問さ

せ られた ｡

今後は ､ 今回 のF D 調査研究で得られ た知見をさら

に深く掘り下げて い くと ともに ､ そ の 成果をF D 活動

の充実に役立てて い きた い ｡

注

( 1) 新潟大学大学教育開発研究セ ン タ ー

にお ける平成16 年度F D

研究の
一

環と して実施 し た調査｡ ノ ッ テ ィ ン ガム 大学で は､

S t afE an d E d u c a ti o n al D e v el o p m e n t U nit の ユ ニ ッ ト長バ
ー ン ズ

氏､ レ ス 夕
一

大 学 で は､ S t afE D e v el o p m e n t C e n t r e の ア カ デ

ミ ッ ク ･ プラ クテ ィ ス 担当の コ ッ クス 氏 にS D に関 して 面接 ヒ

アリ ン グ を実施 した｡ 2 大学と も中部地方 (M idl a n d s) の1 9 9 2

年 の 大学統合以前 か らあ る研究志向大学｡ ノ ッ テ ィ ン ガ ム 大

学 (口ni v e r sit y of N o tti n gh a m ) は ､ 学 生 数約 2 万 8 千 人､ レ

ス 夕 一 大 学 (ロni v e r sity of L ei c e st e r) は ､ 学生 数1 万 8 千 人

( ただ し半数 は大学院生 そ の8 割が パ
ー

トタイ ム 学生) ｡

(2) T h e N ati o n al C o m m itt e e of I n q uir y in t o H i gh e r E d u c ati o n ,

H @h e r E d u c a ti o n i n L e a n i n g S o ci e& , 1 9 9 7 , h ttp :N w w w .

l e e d s .a c . u k/ e d u c o V n cih e/ ( デ ア リ ン グ報告書) ､ 勧告1 3 ( 高等

教育棟関に お け る教員研修プロ グ ラ ム 開発実施を勧告) ､ 勧

告48 ( 新任教員 に対す るI u
､

H E 準 会員資格取得の 義務を勧

告) な ど

(3) F r a m e w o y k fo r P ri w ity A cti o n f w Ch a ng e a n d D e v el op m e n t i n

H @h e r E d u c a ti o n , th e W o rld C o n f e r e n c e o n H i gh e r E d u c ati o n , 9

0 ct o b e r 1 9 9 8
,
h tt p:〟p o r tal . u n e s c o . o r g/ e d u G lti o n/

( 4) B ri gi tte B e r e n d t , F y10 m Te a ch i n g to A cti v e L e a n i n g i n H %
'

9 h e r

肋 a ti o n -

JI R e s e a r ch - w i e n ted C o n c ep t f w S ta n D e v el op m e n t

W w k s h op , T h e U ni v e r sity o f th e 2 1 st C e n t u r y , U N E S C O P a ri s

2 00 1
, p p 41 5

- 43 4

(5) II J H E ( T h e I n stit u te fo r L e ar ni n g a n d TTe a c hi n g) ,
L T S N

( th e L e a r ni n g a n d TTe a c hi n g S u p p o rt N e t w o rk) , N C T( th e T Q E F

N ati o n al C o - o rdi n a ti o n T e a m ) が合併 し､ 高等教育 にお ける教

育学習の 質向上を支援する中心的な独立権関と して ､ H E C F E

( H i gh e r E d u c ati o n F un °i n g C o u n cil fo r E n gl a n d ) な ど4 つ の 基

金 によ っ て20 0 4 年 5 月 に設立｡ 先 のII X H E が 担 っ て い た 高等

教育資格課程 の プロ グラ ム 認定な ども行う｡

(6) ノ ソ テ ィ ン ガ ム 大学 お よ び レ ス タ
一

大学は ､ T b e M l/M 6 9

A c ad e m i c S t a ff D e v el o p m e n t Li n k s と い う 中部地域 の ア カ デ

ミ ッ ク
･

プ ラク テ ィ ス と学習支援の プ ロ グ ラ ム 提供をす る コ

ン ソ ー シ アム に加盟 して い る｡ M l/ M 6 9 は ､ 路線別区域を示す

もの ｡

(7) p u s tg r a d u a te C e rtifi c a te i n A c a d e m i c P rla Cti c e i n H lih e r

E d u c a ti o n : C o u r s e H a n db o o k
,
U ni v e r si ty of L ei c e st e r, 20 0 3

- 2 0 0 4

を参照｡
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